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玉村小学校放課後児童クラブ運営業務委託（債務負担行為） 

 公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 業務概要 

(1) 業務名 

玉村小学校放課後児童クラブ運営業務委託（債務負担行為） 

(2) 業務の目的 

放課後児童クラブの運営 

(3) 業務内容 

① 放課後児童クラブを利用する児童に適切な遊び及び生活の場を与えて、その

健全な育成を図る業務 

② 放課後児童クラブの入所等の受付に関する業務 

③ 放課後児童クラブの使用料の徴収に関する業務 

④ 放課後児童クラブの施設及び設備の維持管理に関する業務 

⑤ その他、放課後児童クラブの運営に必要な業務 

(4) 業務期間 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで（５年間） 

（但し、契約締結日の翌日から令和９年３月３１日までは開設準備期間としこ

の期間に要する費用は、受託者が負担するものとする。） 

(5) 委託料の上限額 

総額 （５年間） １４２，８４３，０００円 

令和９年度    ２６，１０９，０００円 

令和１０年度   ２７，２７７，０００円 

令和１１年度   ２８，５１６，０００円 

令和１２年度   ２９，８０７，０００円 

令和１３年度   ３１，１３４，０００円 

  (6) 見積書に積算する必要のある経費 

① 人件費 

② 運営事務費 

事務用品費、生活消耗品費、行事用消耗品費、旅費、研修費等 

 （7）委託料として積算する必要のない経費 

① 光熱水費 

② 施設、設備、備品の維持経費 

③ 昼食、おやつにかかる経費 

※昼食、おやつが必要な場合は利用者が持参する。 

(8) 実施形式 

公募型プロポーザル方式 
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２ 参加資格要件 

本業務のプロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件をすべて満たしている

ものとする。 

(1) 本業務を円滑に遂行できるよう、安定的かつ健全な運営能力を有している社

会福祉法人、学校法人、ＮＰＯ法人その他の法人 

(2) 法人の本店又は支店等が群馬県、埼玉県、栃木県内にあること。 

(3) 児童福祉法及び放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準に基づ

き、放課後児童クラブの運営実績が３年以上あること。 

(4) 開所日までに防火管理者（甲種）を有する者を１名、職員に登録できる者で

あること。 

(5) 説明会及び現地見学会に参加した者 

(6) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定

に該当しないこと。 

(7) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立て

がなされている者、破産法（平成１６年法律第７５号）に基づき破産手続開始

の申立がなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づ

き再生手続か開始の申立がなされている者でないこと。 

(8) 玉村町暴力団排除条例（平成２４年条例第１７号）第２条に規定する暴力団

員等と認められる者でないこと。 

(9) 玉村町建設工事請負業者等指名停止措置要綱（平成１２年要綱第３号の１）

による指名停止を受けていないこと。 

(10) 納付すべき国税、県税、市町村税を滞納している者でないもの 

 

３ 募集方法 

(1) 説明会及び現地見学会 

説明会及び現地見学会（以下「説明会等」という。）を次のとおり開催する。 

①  日時及び場所 

開催日時：令和８年１０月１３日(火) 午前１０時から 

開催場所：玉村町役場３階 北会議室 

※説明会終了後に玉村小学校に移動し、現地見学を行う。 

②  留意事項 

参加人数は１事業者につき２名までとし、令和８年１０月８日(木)までに

事業者名、参加者氏名及び参加人数を必ず子ども育成課子育て支援係まで電

子メールで申し込むこと。送信後、必ず子ども育成課子育て支援係まで電話

連絡すること。 

玉村町役場３階 子ども育成課 子育て支援係 

電話 0270(64)7719（直通） 

E-mail：kodomo-s@town.tamamura.lg.jp 
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 (2) 参加申込に関する事項 

① 提出書類 次の書類を２部（正本１部、副本１部）提出すること。 

ア 参加申込書（様式１） 

イ 誓約書（様式２） 

ウ 定款又は寄付行為の写し及び法人の登記事項証明書。なお、登記事項証明

書は原本とする。（副本へはコピーの添付可） 

エ 法人代表者印鑑証明書（副本へはコピーの添付可） 

オ 法人の沿革（様式３） 

カ 現在運営している事業に関する資料（様式自由） 

※パンフレット等があれば添付すること。 

キ 事業者単体の直近３期分の貸借対照表、損益計算書及び財産目録 

ク 納税証明書 

・ 国税の納税証明書 → 「その３の３（未納がないことの証明書）」 

・ 県税の納税証明書 → 「滞納がないことの証明書」 

・ 市町村税の納税証明書→ 「完納証明書又は過去３ヶ年の納税証明書」 

※納税証明書は、群馬県、埼玉県、栃木県内の本店又は支店の所在地の  

ものとします。 

ケ 暴力団排除に関する誓約書（様式４） 

※疑いのある場合は、玉村町の事務事業からの暴力団又は暴力団員等の

排除措置に関する要綱に基づき、警察署に紹介する場合があります。 

※各証明書の有効期限は、参加申込期限日から３ヶ月以内とする。 

② 提出期間 令和８年１０月１４日(水)から令和８年１０月１９日(月)まで

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

午前８時３０分から午後５時１５分まで 

③ 提出場所 玉村町役場３階 子ども育成課 子育て支援係 

〒370-1192 群馬県佐波郡玉村町大字下新田２０１番地 

電話 0270(64)7719（直通） 

E-mail：kodomo-s@town.tamamura.lg.jp 

④  提出方法 持参とする。 

 

４ 参加資格審査 

参加申込者について「２．参加資格要件」に規定する参加資格の有無を玉村町が

審査し、本業務のプロポーザルに参加できる者（以下「参加者」という。）を決定

する。 

(1) 結果の通知 

令和８年１０月２３日(金)までに、参加申出があった全事業者に対し、書面に

て通知する。また、書面の通知と併せて、電子メールを送信する。 
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(2) 結果に関する問い合わせ 

参加資格を有することを認められない旨の通知を受けた者は、通知を受けた日

の翌日から起算して３日以内（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）に玉村町長に

対して書面により理由の説明を求めることができる。 

① 提出様式 書面はＡ４版とし、様式は自由とする。ただし、回答を受ける

担当者及び連絡先を明記すること。 

② 提出場所 ３(2)③に同じ 

③ 提出時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

④ 提出方法 持参とする。 

(3) 参加者が資格要件を喪失した場合の取扱い 

① 参加資格審査後から提案書等提出日までの間に参加者が参加資格要件を欠く

に至った場合は、プロポーザルに参加することができない。 

② 参加資格審査後から契約候補者決定までの間に参加者が参加資格要件を欠く

に至った場合は、契約候補者決定の審査対象から除外する。 

③ 契約候補者決定後から契約の締結日までの間に契約候補者が参加資格要件を

欠くに至った場合は、失格とする。 

 

５ 質疑・回答 

(1) 受付期間 令和８年１０月１４日(水)から令和８年１０月１９日(月)まで

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

午前８時３０分から午後５時１５分まで 

(2) 提出方法 質問書（様式５）に質問内容を記入し、持参、電子メールにより

提出すること。なお、電子メールにより提出する場合は、送信後、

必ず子ども育成課子育て支援係まで電話連絡すること。 

(3) 回答方法 電子メールにより、令和８年１０月２３日(金)までに全参加者へ

回答するものとする。 

 

６ 企画提案書類の作成及び提出に係る事項 

参加者は、次に掲げる事項により企画提案書類を作成し、提出するものとする。 

(1) 提案書類 

①  企画提案書（様式６） 

②  見積書（様式７） 

③  内訳書（様式８） 

④  収支予算書（様式９） 

(2) 見積書の作成に係る留意事項 

① 見積書に記載する金額は、本業務の５年分の総額の金額を記載すること。 

② 処遇改善分については、町と協議の上、別に定めるため、見積書上には含め 

ないものとする。 
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(3) 企画提案書類の提出方法等 

① 提出期間 令和８年１０月２６日(月)から令和８年１０月３０日(金)まで

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

午前８時３０分から午後５時１５分まで 

② 提出部数 １１部（正本１部、副本１０部） 

③ 提出方法 持参とする。 

④ 提 出 先 ３(2)③に同じ 

⑤ そ の 他  

ア 提出書類はＡ４判、横書き、左綴じとし、出来るだけ両面印刷とする。 

イ 提出期限後の書類の追加・修正は原則として応じない。 

ウ 提出された書類の返却は行わない。 

エ 提案書類の作成、提出に係る費用は、提案者の負担とする。 

オ 企画提案書は１者１提案とする。 

 

７ 審査及び選定に関する事項 

審査は、「玉村小学校放課後児童クラブ運営業務委託事業者選定委員会」（以下

「選定委員会」という。）を設置し、別紙「玉村小学校放課後児童クラブ運営業

務委託（債務負担行為）公募型プロポーザル実施要領 評価基準」（以下、「評価

基準」という。）に基づき、企画提案書類及びプレゼンテーションの内容を総合

的に審査し、最も適した者を契約候補者として選定する。 

①  審査した点数の合計が最も高い者を、契約候補者として選定する。 

②  応募者が複数の場合で審査の結果、最高点者が同点の場合は、選定委員会で

審議し決定する。 

③ １者の場合における契約候補者の決定は、合計点数が６０点以上を有するこ

とを条件とする。 

 

８ 企画提案書のプレゼンテーション及び審査に係る事項 

(1) プレゼンテーション実施日 

令和８年１１月１６日（月）※予定 

※日程が変更となる場合があります。詳細は別途参加申込者に通知する。 

(2) プレゼンテーション会場 

玉村町役場３階 大会議室 ※予定 

(3) プレゼンテーションの方法 

① 説明時間 各者３０分以内（プレゼンテーション２０分、質疑１０分） 

② 説明に必要な機器は原則として提案者が用意すること。ただし、プロジェク

ター及びスクリーンは当町で準備するため、プロジェクター等を使用して説明

する場合は、子ども育成課子育て支援係まで事前に連絡すること。 

③ 企画提案書の補足資料がある場合には、プレゼンテーション時に提出するこ

とができる。 
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(4) 企画提案書の評価基準 

別紙「評価基準」による。 

(5) 企画提案者の評価方法及び契約候補者の決定 

① 企画提案書の評価は、選定委員会が行う。 

② 選定委員会は、「評価基準」に基づく評価を行う。最高得点者を本業務に適

した契約候補者として選定するとともに、評価結果を玉村町入札審査会（以下

「入札審査会」という。）へ報告するものとする。 

③ 入札審査会は評価結果を審査し、玉村町長が契約予定者を決定する。 

④ 契約予定者の決定後、同日付けで参加者にプロポーザル審査結果通知書を送

付する。 

(6) 評価結果の説明請求に係る事項 

プロポーザル審査結果通知書を受けた者は、通知を受けた日の翌日から起

算して３日以内（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前８時３０分から午後

５時１５分まで）に玉村町長に対して書面により理由の説明を求めることが

できる。 

(7) 企画提案書の無効 

次に掲げる事項があった場合は、企画提案書を無効とする。 

① 企画提案書に虚偽の記載をした場合 

② 提案者が他人の提案を代理した場合 

③ その他提案に際して不正又は不誠実な行為があったと認められた場合 

(8) 審査結果の公表 

契約予定者を決定したときは、当町のホームページ上で次の事項を公表する。 

① 本実施要領 

② 玉村町放課後児童クラブ運営業務委託事業者選定委員会設置要綱 

③ 参加者数 

④ 契約予定者名 

⑤ 審査結果 
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９ 本業務に係る全体スケジュール（予定） 

実施内容 実施期間又は期日 

説明会等の開催 令和 8年 10月 13日(火) 午前 10時 00分から 

参加申込受付 令和 8年 10月 14日(水)～19日(月) 午後 5時 15分まで 

質問受付 令和 8年 10月 14日(水)～19日(月) 午後 5時 15分まで 

質問回答 令和 8年 10月 23日(金)まで 

参加資格審査の結果の通知 令和 8年 10月 23日(金)まで 

企画提案書受付 令和 8年 10月 26日(月)～30日(金) 午後 5時 15分まで 

プレゼンテーション 令和 8年 11月 16日(月) ※予定 

選定委員会の開催 令和 8年 11月 16日(月)  ※予定 

審査結果通知書の送付 令和 8年 12月上旬まで ※予定 

契約締結 令和 8年 12月中旬 ※予定 

利用者（保護者）説明会 令和 9年 3月上旬 

 

１０ 情報公開及び提供 

(1) プロポーザル実施に関する情報（参加者から提出された資料を含む。）及び当

該業務の契約予定者から提出された資料（企画提案書等を含む。）は、玉村町

情報公開条例（平成１３年条例第１号）の規定に基づき公開することがある。 

(2)  当町において、８(8)により公表するまで、参加者は第三者への公表は差し控

えること。 

 

１１ 契約方法 

債務負担行為に基づく業務委託方式とする。 

 

１２ 関係法令等の遵守 

業務を遂行する上で、次の法令等を遵守すること。なお、契約期間中に法令等に

改正があった場合は、改正された内容とする。 

(1) 地方自治法 

(2) 児童福祉法 

(3) 子ども・子育て支援法 

(4) 玉村町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

(5) 玉村町放課後児童クラブ事業運営委託要綱 

(6) 放課後児童クラブ運営指針 

(7) 玉村町情報公開条例及び玉村町個人情報保護条例 

(8) 玉村町暴力団排除条例 

(9) 労働基準法 

(10) 労働安全衛生法 

(11) 最低賃金法 
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(12) その他関連する法令 

 

１３ 業務の継続が困難となった場合の措置 

(1) 契約予定者の責務不履行の場合 

契約予定者の責めに帰すべき事由により責務不履行又はその懸念が生じた場

合には、町は事業者に対して修復勧告を行い、一定期間内に修復策の提出及びそ

の実施を求めることができるものとする。契約予定者が当該期間内に修復するこ

とができなかったときは、町は契約の解除及びこれにより生じた損害賠償を請求

できるものとする。 

(2) 町の責務不履行の場合 

町の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となったときは、契約予定者

は契約を解除できるものとし、契約予定者は町に対し、これにより生じた損害賠

償を請求できるものとする。 

(3) 不可抗力等による場合 

不可抗力その他町又は契約予定者の責めに帰すことのできない事由により、業

務の継続が困難となった場合は、町と事業者は業務継続の可否について協議を行

い、継続が困難と判断した場合には、町は契約を解除できるものとする。 

 

１４ 町による本事業の実施状況の評価 

町は、契約予定者が提供するサービスについて、定期的又は随時に評価を行う。

その結果、契約書及び実施要領等で定められた内容を充足していないことが判明

した場合は、委託料の減額等を行うことがある。 

 

１５ 事務引継業務 

開所日までに必要書類の作成や使用料収納業務等の習得を行うこと。なお、 

習得期間中に要する費用については、契約予定者の負担とします。また、業務

完了時に、次期受託者が円滑かつ支障なく運営業務を遂行できるように引継を

行うものとする。 

 

１６ その他 

(1) 参加者は、選定委員、関係町職員と本件提案についての接触（説明会等、公

募に関する質問等の正当な行為を除く。）を禁じる。接触の事実が認められた場

合には、失格とする場合がある。 

(2) 本実施要領等に基づき提出された書類等は、当該参加者に無断で目的外使用

をしないものとする。 

(3) 企画提案書等の書類の作成、提出に係る費用のほか、本業務の提案に係る費

用はすべて参加者の負担とする。 
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１７ 問い合わせ先 

〒370-1192  

群馬県佐波郡玉村町大字下新田２０１番地 

玉村町役場３階 子ども育成課 子育て支援係 

電話番号 0270 (64) 7719（直通）    

E-mail：kodomo-s@town.tamamura.lg.jp 


